
木津川市災害廃棄物処理計画（案）の概要 

 

〇計画策定の目的                                 
『木津川市災害廃棄物処理計画（以下「本計画」という。）』は、災害廃棄物等を適正・円滑・    

迅速に処理し、生活環境の保全及び公衆衛生上の支障の防止を図るとともに、市民の生活基盤を 

早期に復旧・復興させることを目的に策定するものです。 

 

〇計画の位置付け                                 

本計画は、災害廃棄物等の処理に関する基本的事項を示すものです。災害廃棄物等の処理に関す

る各種法令・計画の位置付けは、次のとおりです。 

 

 
 



〇対象とする災害                                 
この計画では、最も大きな建物被害が想定されている奈良盆地東縁断層帯地震と木津川の氾濫に

よる洪水を想定しています。 

 

  （奈良盆地東縁断層帯地震）          （木津川の氾濫） 

項 目 内 容  項 目 内 容 

最大震度 震度７  想定雨量 ３５８㎜ ※ 

建物全壊棟数 １２,０４０棟  建物全壊棟数 ９,５４７棟 

建物半壊棟数 ８,３１０棟  建物半壊棟数 ２,９９０棟 

建物焼失棟数 ３,１２０棟  床下浸水 １,２５１棟 

※加茂地点上流域 12 時間総雨量    

 

〇処理の基本方針                                 
 

① 早期の復旧・復興のための計画的な処理  

平時から、災害廃棄物等の収集運搬及び処分に必要な情報の把握及び整理を行うと共に、災害

時には、逐次、災害廃棄物等の発生量、インフラ・処理体制の被災状況等を把握し、支援も含め

て必要な体制を確保します。また、『災害廃棄物処理実行計画』を策定して計画的な処理を行い 

ます。 

 

② 災害廃棄物等の再生利用及び減量化  

災害廃棄物等の再生利用・減量化は、循環型社会・脱炭素社会に重要であるとともに、最終  

処分量を減少させ、処理期間を短縮するためにも必要です。排出時、解体撤去時、仮置場搬入時

に可能な限り分別を行うともに、排出・分別の方法等を市民に周知します。 

 

③ 災害廃棄物等の処理に係る連携・協力の推進  

災害廃棄物等の処理には、一部事務組合、国、京都府、近隣市町村、各種団体、事業者、災害

ボランティア等との連携・協力が必要です。災害時には、災害廃棄物等の処理を担う各主体が  

それぞれの役割を果たし、連携するとともに、平時には円滑な連携のための準備を行います。 

 

④ 環境と経済に配慮した処理の確保  

災害廃棄物等の処理にあたり、市民の生活環境の保全及び公衆衛生上の支障を防止するために

は、騒音・振動、大気・水質・土壌の汚染、悪臭、害虫発生等への対策が必要です。こうした    

環境・衛生面に併せて、経済性・効率性にも配慮した災害廃棄物等の処理を行います。 

 

〇処理期間                                    
大規模災害については、概ね３年以内に災害廃棄物の処理を完了させることを基本に、処理目標

期間を次のとおり設定します。災害時には、被害状況等を踏まえて『災害廃棄物処理実行計画』で

実際の処理スケジュールを設定します。 

 

  （処理目標期間） 

内  容 処理目標期間 

災害がれきの撤去（道路上や生活域近辺のもの） 
１年以内 

災害ごみ（破損した粗大ごみ等）の収集 

災害ごみ（破損した粗大ごみ等）の処理 １年６ケ月以内 

一次仮置場への搬入完了（倒壊家屋等の解体撤去がれきを含む。） ２年以内 

一次仮置場からの搬出完了（二次仮置場等への搬入完了） ２年６ケ月以内 

リサイクル・処理・処分完了 ３年以内 



〇本市の組織体制                                 
本市に災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に設置される災害対策本部の組織 

体制は、『木津川市地域防災計画』に定められており、災害廃棄物等の処理は、市民生活班を中心に

各班が分担して行います。災害廃棄物等の処理に係る組織体制は、次のとおりです。なお、被害  

状況や災害の規模に応じて、組織体制・業務分担については、必要な見直しを行います。 

 

  （災害廃棄物等の処理に係る組織体制） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
〇災害廃棄物発生量等の推計                            
本市で最も大きな被害が想定される「奈良盆地東縁断層帯地震」と「木津川の氾濫」における  

災害廃棄物の発生量と必要となる仮置場面積は次のとおりです。 

項 目 
地震 洪水 

発生量 試算 1 試算 2 発生量 試算 1 試算 2 

柱角材 226,563 t 22.7 ha 13.6 ha 52,228 t 5.2 ha 3.1 ha 

可燃物 79,964 t 8.0 ha 4.8 ha 51,621 t 5.2 ha 3.1 ha 

不燃物 444,242 t 16.2 ha 9.7 ha 129,355 t 4.7 ha 2.8 ha 

コンクリートがら 718,191 t 26.1 ha 15.7 ha 182,191 t 6.6 ha 4.0 ha 

金属くず 11,846 t 0.4 ha 0.3 ha 8,502 t 0.3 ha 0.2 ha 

土砂その他 － － － 183,405 t 6.7 ha 4.0 ha 

合計 1,480,806t 73.4 ha 44.0 ha 607,303 t 28.7 ha 17.2 ha 

※試算 1：災害廃棄物発生量全量の搬入に必要な仮置場面積 

 試算 2：搬入と並行した搬出も考慮した必要な仮置場面積 

 

・仮置場の候補地の選定 

災害時に仮置場を迅速・円滑に設置するため、仮置場の候補地選定を進めます。 

候補地選定にあたっては、災害廃棄物による生活環境等への支障をできるだけ軽減するため、

『災害廃棄物対策指針』等に示された留意事項等を参考とします。 

 

・仮置場の不足への対応 

大規模災害時には、仮置場の不足が想定されるため、市町村域を超えた仮置場の共同設置や 

府外での広域処理について、京都府・関係市町村等と検討を進めるとともに、発災からの時間  

経過で災害対応利用が終了する土地が生じるため、時系列での土地利用も検討します。 
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〇災害廃棄物の分別と処理                             
災害廃棄物については、仮置場等への搬入時の分別を徹底します。 

分別、対象品目、処理方法は、下表を基本として、被害状況等に応じて決定します。 

 

  （災害廃棄物の基本的な分別・対象品目・処理方法） 

分別 主な対象品目 処理方法 

木・木製家具 木製家具、しょうじ、ふすま、柱角材、木くず 破砕⇒焼却 

畳・布団・カーペット 畳、布団、マットレス、カーペット 破砕⇒焼却 

布・革・ｺﾞﾑ・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 衣類、毛布、シーツ、靴、プラスチック製品等 焼却 

ガラス・陶磁器 食器、瓶、皿、ガラス戸、鏡、窓 埋立 

金属 金属製家具、鍋、自転車、給湯器等 選別⇒再資源化・埋立 

家電 4 品目 
テレビ、冷蔵庫・冷凍庫、洗濯機・衣類乾燥
機、エアコン 

専門業者に引渡 

その他家電 
電子レンジ、炊飯器、扇風機、掃除機、パソコ
ン等 

選別⇒再資源化・埋立 

がれき類 コンクリート、ブロック、レンガ、瓦 再資源化・埋立 

石膏ﾎﾞｰﾄﾞ・ｽﾚｰﾄ・ｻｲﾃﾞｨﾝｸﾞ  埋立 

廃自動車等 自動車、バイク 専門業者に引渡 

危険物・処理困難物 

※安全を確保した上で受入。 
※種類毎に分別が必要。 
消火器、太陽光パネル、バッテリー、ガスボン
ベ、廃油、アスベスト含有物 

専門業者に引渡 

 

〇片付けごみの搬入・運搬方法                           
片付けごみの仮置場等への搬入・運搬方法は、被害状況・交通状況・仮置場の設置状況等を踏まえて

決定します。市民が搬入を行うのは、被災現場から集積所（状況によって一次仮置場）までとし、それ

以外は、本市が運搬を行います。要配慮者等、仮置場等への搬入ができない市民は、地域での助け合い

や災害ボランティア等の協力を得て搬入することとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
〇生活ごみの収集・運搬・処分                           
生活ごみの収集・運搬・処分は、平時と同じ体制を基本として、廃棄物事業者、処理施設、収集・    

運搬ルートの被害状況等を踏まえた処理体制を構築します。 

収集・運搬体制が整うまでの間は、衛生等に支障のある「可燃ごみ」を優先的に収集し、それ以外の

ごみは自宅での保管を求めます。 

 

【お問合せ先】木津川市 まち美化推進課 ☎ 75-1215 fax 72-3900  
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